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1. はじめに 

 世界の人間活動に伴う二酸化炭素排出量が，2012

年には 1990 年比でおよそ 50%（IEA,2013）増加した．

二酸化炭素排出増加に伴う気候変動は様々な影響を

もたらすと予測されている．そのうち海面上昇によ

る国土の消失は，特に標高の低い太平洋島嶼国等に

おいて国の存続を揺るがす大きな社会問題である． 

一方外務省 1)は，太平洋島嶼国を，a)国土が広大

な地域に散らばり（拡散性），b)国内市場が小さく（狭

隘性），c)国際市場から地理的に遠い（遠隔性）とい

った，生活水準向上に対する「3 つの弊害」を抱え

る地域であるとしている．これらは，いずれも生活

活動におけるエネルギー消費を高める要因であり，

結果として二酸化炭素排出を高めることに寄与する

と考えられる．そのため外務省 1)は ODA 基本方針に

「環境に配慮した持続的経済成長の達成と国民の生

活水準の向上」と明記している．この達成のために，

生活水準の向上による環境負荷の増加を評価するこ

とが必要である． 

 これらを踏まえ本研究では，生活の基礎を構成し

ている食に着目し，食生活の持続性を評価する手法

として環境効率指標を用いる．食材生産に伴う環境

負荷に加え，太平洋島嶼国が抱える 3 つの弊害（拡

散性・狭隘性・遠隔性）を考慮して環境効率を算出

し，日本との比較を行う． 

 

2. 持続性評価手法 

 ワイツゼッカーら(1998)２）によると，環境効率（資

源効率）は「新しい資源利用と技術改善で少ない資

源から同じ効用を引き出すか，あるいは同じ消費で

多くの効用を生み出すこと」と定義される．一般に

環境効率は価値と環境影響との比で示されることが

多い．そこで本研究では，食材の環境効率を式(1)の

ように定義する．  
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 ここで Efficiency は環境効率，Energy は食材から

得られるカロリー（エネルギー）量，CO2 は食材を

獲得するためのライフサイクルでの環境負荷（排出

された二酸化炭素排出量）とする．環境効率の値が

大きいほど二酸化炭素排出量当たりで得られるカロ

リーが大きい，つまり持続性が高いと言える． 

 

3. ケーススタディ 

3.1 対象地域の概要 

本研究では，太平洋島嶼国の 1 つ，パラオ共和国

（以下パラオ）を対象とする．パラオは，観光業以

外に特徴的な産業がなく，近年では食料を含む生活

物資の多くを海外からの輸入に依存している． 

3.2 アンケート概要 

 パラオ共和国アルコロン州オレイ集落全世帯を対

象に，食材をどのように獲得しているかを調査する

アンケートを実施した．調査地域を図-1 に示す．ま

たアンケートの概要を表-1 に示す． 

アルコロン州オレイ集落は本島バベルダオブ島の

最北端に位置しており，中心市街地コロールから

50km 以上離れている（a：拡散性）．パラオの国土面

積は 458km
2 であり（b：狭隘性），付近の国際市場

から遠く離れている（c：遠隔性）．以上から，調査

対象地域は 3 つの弊害を抱えている代表的な地域で

ある．回収数は 207 票であり，全世帯のおよそ半数



から回答を得ることができた．以下では有効回答を

対象に分析を行う． 

3.3 食材の入手方法の現状 

 使用食材の入手方法の内訳を図-2 に示す．パラオ

唯一の資源である海洋資源（魚介類）や，比較的少

ない投資・資源で生産可能な耕作農業（野菜・果物，

芋類）による食材は，地域内での生産が比較的大き

い． 

 一方，多くの投資や資源が必要な畜産農業（肉・

卵・乳製品）や米作農業（穀物）はほぼ全てが購入，

つまり海外からの輸入に依存している． 

3.4 環境負荷評価 

 食材のライフサイクルでの環境負荷（二酸化炭素）

をハイブリッド法 3）により推計する．これは，プロ

セスが明確なものについては積み上げ法を用いて環

境負荷原単位の算出を行い，データの得られない項

目については産業連関法を用いて算出を行うという，

2 つの評価法を組み合わせたものである．パラオで

は生活物資のほとんどを輸入で賄っていることから，

購入によって入手している食材は全て海外からの輸

入によるものと仮定する．海外から輸入される食材

のマテリアルフローを図-3 に示す．購入によって入

手されている食材については図-3に示したフローを

経たものと仮定する． 

地域内で生産されている食材はオレイ集落から移

動せず，全て集落内で生産・消費されているものと

仮定する．共有されている食材はオレイ集落内を移

動しているものとし，入手先は購入・地域生産の割

合によるものと仮定する．本研究で使用する既存統

計資料を表-2 に示す． 

  

4. おわりに 

 パラオにおける 1 キロカロリー獲得するためのラ

イフサイクル環境効率の算出フローを示す． 

 このフローに基づいて，使用される食材における

環境効率を算定し，日本との比較を行う．環境効率

の算定結果，日本との比較に関する詳細は発表会当

日に報告する． 
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表-１ アンケート概要 

 

表-２ 使用データ一覧 

 

 

図-2 食材の入手方法割合 

 

図-３ 輸入される食材のマテリアルフロー 
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調査時期 平成27年9月24日～30日（7日間）

調査対象
パラオ共和国アルコロン州オレイ集落
全世帯（21世帯86人）

調査方法 全て戸別訪問による手配布・手回収

調査内容
１食ごとの使用されている食材
また入手方法と入手先

配布数 420　（調査依頼数）
回収数 207（調査依頼数に対する回収率 49.2%)

統計資料・データ 発行者
貿易統計 パラオ政府財務局

多地域間産業連関表 東京大学
環境負荷原単位データブック 国立環境研究所

トレードマップ ITC (International Trade Centre)
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